
(別紙様式2）

：

：

促進等事務

１　認定農業者等担い手の育成及び確保

（１）　現状、課題及び平成２３年度までの目標

　 農家数
　うち主業農家
農業生産法人数

※　初年度は、平成２３年度までの目標については記入不要

（２）　平成22年度の目標案及び活動計画案

※１　目標案は、当該年度における認定農業者等担い手の増加目標数
※２　活動計画案は、目標案の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入
※３　平成２３年度までの目標案は、平成２３年度末の担い手数の目標案とし、初年度のみ記入

（３）　地域の農業者等からの意見等

※１　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入
※２　平成２３年度までの目標案に対する意見の募集は初年度のみ

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

※　平成２３年度までの目標は初年度のみ記入

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

いわき市地域担い手育成
総合支援協議会が行う重
点集落の座談会等（４月
～３月）を通じて、特定農
業団体制度の周知や普
及を行う。

300経営 １法人 ３団体

活動計画案

目　　標　　案

目標案に対する意見等
１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

活動計画

いわき市農業経営改善相
談支援チーム会議（４月～
２月、計４回）を開催し、認
定期間満了の認定農業者
への再認定誘導を実施す
るとともに、新規認定農業
者の掘り起こし活動を展開
する（通年）。

いわき市地域担い手育成
総合支援協議会が行う集
落営農の法人化のための
説明会・検討会　を通じ、
中寺アグリの法人化を目
指す。

いわき市地域担い手育成
総合支援協議会が行う重
点集落の座談会等（４月
～３月）を通じて、特定農
業団体制度の周知や普
及を行う。

平成22年度の目標及びその達成に向けた活動計画

農 業 委 員 会 名

都 道 府 県 名

平成２３年度までの目標案 経営 法人 団体

福島県

いわき市農業委員会

いわき市農業経営改善相
談支援チーム会議（４月～
２月、計４回）を開催し、認
定期間満了の認定農業者
への再認定誘導を実施す
るとともに、新規認定農業
者の掘り起こし活動を展開
する（通年）。

いわき市地域担い手育成
総合支援協議会が行う集
落営農の法人化のための
説明会・検討会　を通じ、
中寺アグリの法人化を目
指す。

平成２３年度までの
目標案に対する意見

等

活動計画案に対する
意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

現　　　　　状
8,565戸　 認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

473戸　
228経営 １法人 ２団体

21法人　

課　　　　　題

１　農業従事者の高齢化や農業後継者の減少により、農業生産力の低下や耕作
放棄地の増加等の問題が発生しており、認定農業者等担い手の育成・確保が急
務となっている。
２　育成すべき効率的かつ安定的な農業経営体の確保が困難な地域において
は、集落営農の推進に努めているが、支援策が充分でなく、集落のリーダーまか
せとなっている状況がある。
３　新規就農者に対する支援について、就農前から就農後までの一貫した育成と
サポートシステムの構築がされていない。

平成２３年度までの目標
認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

330経営 2法人 ３団体

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

平成２３年度までの目標 経営 法人 団体

目　　　　　標 300経営 １法人 ３団体



２　担い手への農地の利用集積

（１）　現状、課題及び平成２３年度までの目標

　

※　初年度は、平成２３年度までの目標については記入不要

（２）　平成22年度の目標案及び活動計画案

※１　目標案は、当該年度における担い手への農地の利用集積の目標面積
※２　活動計画案は、目標案の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入
※３　平成２３年度までの目標案は、平成２３年度末の集積面積の目標案とし、初年度のみ記入

（３）　地域の農業者等からの意見等

※１　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入
※２　平成２３年度までの目標案に対する意見の募集は初年度のみ

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

※　平成２３年度までの目標は初年度のみ記入

平成２３年度までの目標案 集積面積　　　　　       ｈａ　

現　　　　　状
管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率

8,800　ｈａ　　 1,757　ｈａ　　　 19.97%

課　　　　　題
　農地の借り手、貸し手のニーズの把握が不十分であり、把握のための手法の検
討が必要である。また、農地の集約化を図るうえで、GISシステム等の活用も併せ
て検討する。

平成２３年度までの目標
これまでの集積面積 目標 合　　　計

1,757　ｈａ　　　 2,743　ｈａ　　　 4,500　ｈａ　　

目　　標　　案 集積面積　　　　　3,100　ｈａ　

活動計画案

１　利用調整地域内農用地現況調査（通年）
　現況調査回数　10回、　対象地区数　10地区

２　利用調整活動（通年）
　・広報紙「農業委員会だより」を活用した制度の周知
　・新「１・１・１」運動を通じた、掘り起こし活動
　・担い手への農地の利用集積に向けたあっせん活動
　・関係機関等との連携による農地情報の受発信活動

平成２３年度までの
目標案に対する意見

等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

平成２３年度までの目標 集積面積　　　　  　　　 ｈａ　

目標案に対する意見等
１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

活動計画案に対する
意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

目　　　　　標 集積面積　　　　　3,100　ｈａ　

活動計画

１　利用調整地域内農用地現況調査（通年）
　現況調査回数　10回、　対象地区数　10地区

２　利用調整活動（通年）
　・広報紙「農業委員会だより」を活用した制度の周知
　・新「１・１・１」運動を通じた、掘り起こし活動
　・担い手への農地の利用集積に向けたあっせん活動
　・関係機関等との連携による農地情報の受発信活動



３　耕作放棄地の解消

（１）　現状、課題及び平成２３年度までの目標

　

※　初年度は、平成２３年度までの目標については記入不要

（２）　平成22年度の目標案及び活動計画案

※１　目標案は、当該年度における耕作放棄地の解消の目標面積
※２　活動計画案は、目標案の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入
※３　平成２３年度までの目標案は、平成２３年度末の解消面積の目標案とし、初年度のみ記入

（３）　地域の農業者等からの意見等

※１　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入
※２　平成２３年度までの目標案に対する意見の募集は初年度のみ

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

※　平成２３年度までの目標は初年度のみ記入

現　　　　　状
管内の農地面積 耕作放棄地の面積 耕作放棄地率

8,800　ｈａ　　 967　ｈａ　　　 10.99%

平成２３年度までの目標案 解消面積　　         ｈａ

課　　　　　題

　平成21年度までの耕作放棄地全体調査の結果では、緑に区分された農地が52
ｈａ、黄に区分された農地が150ｈａとなっているが、本市は広範な市域を有し、国
土調査が未了である地域もあることから未調査地区がある（※上記現状の数値は
2005農林業センサスからの引用）。また、耕作放棄地の発生要因や営農再開の
意思等の基礎情報を保有していないことから、解消施策の検討が課題となってい
る。

平成２３年度までの目標
これまでの解消面積 目標 合　　　計

5　ｈａ　　 25　ｈａ　　　 30　ｈａ　　

目　　標　　案 解消面積　　　　10　ｈａ

活動計画案

　７月　遊休農地対策検討委員会（以後、随時開催）
　８月～12月　耕作放棄地全体調査（８月準備期間、９月～１2月地区毎に実施）
　通年　農地所有者に対する助言・指導
　通年　担い手への利用集積

平成２３年度までの
目標案に対する意見

等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

平成２３年度までの目標 解消面積　　                        　　ｈａ

目標案に対する意見等
１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

活動計画案に対する
意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

目　　　　　標 解消面積　　　　10　ｈａ

活動計画

　７月　遊休農地対策検討委員会（以後、随時開催）
　８月～12月　耕作放棄地全体調査（８月準備期間、９月～１2月地区毎に実施）
　通年　農地所有者に対する助言・指導
　通年　担い手への利用集積



４　違反転用への適正な対応

（１）　違反転用の状況

（２）　平成22年度の目標案及び活動計画案

※　活動計画案は、目標案の達成のために何月に何を行うのか等詳細かつ具体的に記入

（３）　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（４）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

５　農地パトロール

（１）　平成22年度の活動計画案

※　活動計画案は、詳細かつ具体的に記入

（２）　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（３）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の活動計画

活動計画案
（実施時期、体制、

実施回数等）

○違反転用防止対策強化月間におけるパトロール
・地区ごとにパトロール日を複数設定し、耕作放棄地や違反転用の調査を実施。
○事務局による随時パトロール
・問題事例が見受けられた場合には、地元農業委員による現地調査を適時行う。

活動計画案に対する
意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

活動計画
（実施時期、体制、

実施回数等）

○違反転用防止対策強化月間におけるパトロール
・地区ごとにパトロール日を複数設定し、耕作放棄地や違反転用の調査を実施。
○事務局による随時パトロール
・問題事例が見受けられた場合には、地元農業委員による現地調査を適時行う。

活動計画

・違反転用の是正指導
　　把握した案件については地元農業委員を中心に、随時、指導を行っていく。
・違反転用の発生防止に向けた取組
　　農業委員会だよりやホームページ等を利用した農業者等への広報活動。
　　９月を中心に違反転用防止対策強化月間を設定し農地パトロールを実施。
　　必要に応じて随時現地調査を行う。

目　　　　　標
　違反転用を確認した場合は、適宜、農地法に則した対応を図っていく。また、同
様の事案の発生を防止するため、農業者等への広報に努めるとともに、農地パト
ロールを徹底する。

目標案に対する意見等
１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

活動計画案に対する
意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　    0件

活動計画案

・違反転用の是正指導
　　把握した案件については地元農業委員を中心に、随時、指導を行っていく。
・違反転用の発生防止に向けた取組
　　農業委員会だよりやホームページ等を利用した農業者等への広報活動。
　　９月を中心に違反転用防止対策強化月間を設定し農地パトロールを実施。
　　必要に応じて随時現地調査を行う。

目　　標　　案
　違反転用を確認した場合は、適宜、農地法に則した対応を図っていく。また、同
様の事案の発生を防止するため、農業者等への広報に努めるとともに、農地パト
ロールを徹底する。

違反転用の状況 件数　9　件 面積　　0.3　ha
主な用途
住宅敷地の拡張など



６　農地情報の整備と共有化

（１）　平成22年度の活動計画案

※　活動計画案は、詳細かつ具体的に記入

（２）　地域の農業者等からの意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（３）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の活動計画

共有化に関する活動計画
　農地情報共有化に向けた情報収集に努めるとともに、農地基本台
帳の情報整理等を進める。

共有化に関する活動計画案
　農地情報共有化に向けた情報収集に努めるとともに、農地基本台
帳の情報整理等を進める。

　毎月の部会終了後、農地の権利移動や転用等の状況についての
情報を更新。また、農地パトロール等により把握した情報を基に点検
及び補正を実施。

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画案

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画

　毎月の部会終了後、農地の権利移動や転用等の状況についての
情報を更新。また、農地パトロール等により把握した情報を基に点検
及び補正を実施。

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画案に対する意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　　　0件

共有化に関する活動計画案に対す
る意見等

１　・・・・・・・・・・・・　0件
２　・・・・・・・・・・・・　0件
　　　　　　　　計　　　0件


